












































よび Xが Aおよび Bによる被告人の到着前に行われた「暴行の結果両名が負傷
していることを認識，認容の上，Y及び Xがこれらの暴行等により抵抗できな
くなった状態を，制裁目的での暴行という，自己の犯罪遂行に積極的に利用する
意思の下に，A及び Bの暴行に途中から共謀加担した」のであるから，「被告人
が加担する以前の，Aや Bによる傷害も含めた全体について，承継的共同正犯
の責任を負うべきである。」とした。
原審（高松高等裁判所）もまた，被告人甲は，Aらの「行為およびこれによっ
て生じた結果を認識，認容し，さらに，これを制裁目的による暴行という自己の
犯罪遂行の手段として積極的に利用する意思の下に，一罪関係にある傷害に途中
から共謀加担し，上記行為等を現にそのような制裁の手段として利用したもので
あるから，被告人は，被告人が加担する以前の Aや Bによる傷害を含めた全体
について，承継的共同正犯として責任を負うものと解される」との判断を示し，
控訴を棄却した。
これに対して，被告弁護側は，被告人の共謀加担前の Aらの暴行による傷害
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を含めて傷害罪の共同正犯の成立を認めた原判決には責任主義に反する違法があ
るなどと主張して上告した。
最高裁は上告を棄却したが，職権によって以下のように判断を示した。
〈決定要旨〉
「被告人は，Aらが共謀して Xらに暴行を加えて傷害を負わせた後に，Aらに
共謀加担した上，金属製はしごや角材を用いて，Yの背中や足，Xの頭，肩，背
中や足を殴打し，Yの頭を蹴るなど更に強度の暴行を加えており，少なくとも共
謀加担後に暴行を加えた上記部位については Xらの傷害（したがって，第審
判決が認定した傷害のうち Yの顔面両耳鼻部打撲擦過と Xの右母指基節骨骨折
は除かれる。以下同じ）を相当程度悪化させたものと認められる。この場合，被
告人は，共謀加担前に Aらが既に生じさせていた傷害結果については，被告人
の共謀及びそれに基づく行為がこれと因果関係を有することはないから，傷害罪
の共同正犯としての責任を負うことはなく，共謀加担後の傷害を引き起こすに足
りる暴行によって Xらの傷害の発生に寄与したことについてのみ，傷害罪の共
同正犯として責任を負うと解するのが相当である。原判決の…認定は，被告人に
おいて，Xらが Aらの暴行を受けて負傷し，逃亡や抵抗が困難になっている状
態を利用して更に暴行に及んだ趣旨をいうものと解されるが，そのような事実が
あったとしても，それは，被告人が共謀加担後に更に暴行を行った動機ないし契
機にすぎず，共謀加担前の傷害結果について刑事責任を問いうる理由とはいえな
いものであって，傷害罪の共同正犯の成立範囲に関する上記判断を左右するもの
ではない。そうすると，被告人の共謀加担前に Aらが既に生じさせていた傷害
結果を含めて被告人に傷害罪の成立を認めた原判決には，傷害罪の共同正犯の成
立範囲に関する刑法60条，204条の解釈適用を誤った法令違反があるものといわ
ざるを得ない。
もっとも，原判決の上記法令違反は，一罪における共同正犯の成立範囲に関す
るものにとどまり，罪数や処断刑の範囲に影響を及ぼすものではない。さらに，
上記のとおり，共謀加担後の被告人の暴行は，Xらの傷害を相当程度重篤化させ
たものであったことや原判決の判示するその余の量刑事情にも照らすと，本件量
刑はなお不当とはいえず，本件については，いまだ刑訴法411条を適用すべきも
のとは認められない。」
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なお，本決定には，千葉勝美裁判官の補足意見がある。
〈評釈〉
 本決定)は，事例判決ではあるが，傷害罪の承継的共同正犯の成否について
判断を示した最初の最高裁判例として意義を有する。
承継的共犯に関する判例としては，大審院昭和13年11月18日判決)が先例とし
て存在するが，これは承継的従犯に関するものであり，承継的共同正犯について
判示したものは本決定が初めてである。
これまで下級審においては，承継的共同正犯の成否について，これを肯定する
ものと否定するものの両方が示されてきており，判断が分かれていた。本決定は，
傷害罪における承継的共同正犯について，被告人が「共謀加担前に Aらが既に
生じさせていた傷害結果については，被告人の共謀及びそれに基づく行為がこれ
と因果関係を有することはないから，傷害罪の共同正犯としての責任を負うこと
はなく，共謀加担後の傷害を引き起こすに足りる暴行によって Xらの傷害の発
生に寄与したことについてのみ，傷害罪の共同正犯として責任を負うと解するの
が相当である」としており，因果関係の視点から承継的共同正犯の成立を否定し
たものといえよう。本決定により傷害罪の承継的共同正犯は基本的に否定される
ことが示され，この点で下級審に与える影響は大きいものと思われる。
 いわゆる承継的共同正犯とは，ある犯罪について，ある者（先行行為者）が
実行行為に着手し，未だその行為の全部が終了しない段階で，他の者（後行行為
者）との間に，その犯罪についての共同実行の意思を生じ，その後，先行行為者
と後行行為者とが共同してその後の実行を行う場合をいう。後行行為者に先行行
為者が行った行為・結果についてまで責任を負うべきかどうかをめぐって，学説
に争いがある。学説の対立状況から概観してみよう。
先行行為者が行った行為・結果について，後行行為者はその全てについて共同
正犯として責任を負うとする見解がある（肯定説))。その論拠は，後行行為者
は先行行為者の意思を了解し，かつ，その成立させた事情を利用するから後行行
為者にも先行行為者にも行為全体について共同意思が存在するという点)，ある
いは一個の犯罪を二つに分解して論ずることは許されないという点)に求められ
る。肯定説に対しては，後行行為者の行為とは因果関係のない結果についてまで
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責任を負わせるべきではないとの批判があり，現在ではほとんど支持されていな
いようである。
後行行為者は，自らが関与した以降の行為・結果についてのみ責任を負うとい
う見解もある（否定説))。否定説は，後行行為者が関与する以前の事象と後行
行為者の行為との間には因果関係がないことから，当然，先行行為者の行為・結
果について責任を負うことはないとする。この否定説に対しては，具体的な結論
の妥当性について疑問が提起されている。すなわち，強盗罪の場合，先行行為者
がすでに暴行・脅迫を行った後，後行行為者が財物強取に加担した場合，後行行
為者には窃盗罪か，強盗の幇助が認められることになろう。詐欺罪や恐喝罪の場
合には，先行行為者が欺罔や暴行・脅迫を行った後に，後行行為者が被害者から
の財物交付に加担した場合には，論理的には無罪になるか，あるいはこれらの犯
罪の幇助犯が導かれることになる。これらの犯罪においては，後行行為者は（一
部の）実行行為を分担し，先行行為者の行為を利用しているにもかかわらず，先
行行為者よりも軽い犯罪が成立したり，あるいは幇助犯が成立するに止まるとい
う結論が妥当とは言い難いというのである)。
肯定説・否定説の欠点を補うべく，承継的共同正犯の成否を各事案ごとに考察
し，肯定するものと否定するものとを区別する見解も主張される（中間説）。と
はいえ，中間説と一括りにはできない。承継的共同正犯を認める範囲については，
肯定説・否定説のどちらに依拠しつつ，中間説を主張するのかによって差が認め
られるからである。肯定説を基本としつつ，先行行為者の行為を認識・認容する
だけでは足りず，その状況を積極的に利用する意思をもって加担した場合に承継
的共同正犯を認めるとする立場	)や，反対に，否定説を出発点として結論の妥当
性が認められない事案にのみ承継的共同正犯の成立を認めるという主張
)がある。
前者の立場は，後行行為者が先行行為者の行為・結果を自己の犯罪遂行の手段と
して積極的に利用した場合には，相互利用・補充関係によって犯罪を実現したと
いえる，あるいは，自ら先行行為を行ったのと同視しうることから，後行行為者
に関与前の行為・結果を帰責させてよいとする10)。後者の立場は，先行行為者の
行為が後行行為者の関与後も効果を持ち続けており，後行行為者が先行行為者と
共同して実行行為を行ったといえる場合には，後行行為者も行為全体について責
任を負うとする11)。
傷害罪に関しては，中間説前者の立場からは後行行為者が先行行為者の行為・
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結果を利用して暴行を行った場合には承継的共同正犯の成立が肯定されることに
なる12)。
中間説後者の見解では，後行行為者の行為と先行行為者の行為・結果との間に
因果関係が認められないことから，傷害罪の承継的共同正犯は認められないとの
結論が導かれよう。しかしながら，これと異なり，傷害罪のように同種の行為の
反復継続が認められる場合には，承継的共同正犯が認められうるとする見解もあ
る13)。また，傷害結果が先行行為時に生じたのか，後行行為者の加担後に生じた
のか明らかでない場合には，同時傷害の特例と比較して，傷害罪の承継的共同正
犯が認められるべきであるとの主張も見られる14)。
本決定は，前述したように，被告人が「共謀加担前に Aらが既に生じさせて
いた傷害結果については，被告人の共謀及びそれに基づく行為がこれと因果関係
を有することはない」ことを理由として，承継的共同正犯の成立を否定している。
このように後行行為には先行行為時の結果に対して因果関係を有しえないことを
理由に承継的共同正犯を否定するという理論は，否定説と最も整合的であるとい
えよう。しかしながら，承継的共同正犯が問題となるあらゆる事案について承継
的共同正犯の成立が否定されることになるかどうかについては本決定からは必ず
しも明らかではない。後述するように，千葉裁判官は補足意見において，傷害罪
の場合には因果関係が認められないが，他の犯罪の場合には因果関係を認められ
る可能性が絶無とはいえないとしている。その意味では，本決定によって最高裁
が承継的共同正犯否定説を採用したと評価するのは言い過ぎであろう。
 承継的共同正犯の成否をめぐっては，これを肯定した裁判例も，否定した裁
判例もある。ここでは，傷害罪および傷害致死罪において承継的共同正犯が問題
となった下級審の裁判例を概観しよう。
まず，傷害罪の承継的共同正犯を肯定した裁判例として以下のものが見られる。
①名古屋高裁昭和50年月日判決15)は，被告人が先行行為者 Iが被害者 Uに対
して「暴行を加えたことを認識しながら，Iが重ねて同人に暴行を加えようとし
た際，この一連の犯行に加担する意思で，Iらと意思相通じたうえ，……Uに対
し，原判示のとおり暴行を加えたものであると認められ，このような場合は，被
告人は，犯行介入前の暴行についても共同正犯としての罪責を負うものと解する
のが相当である」とした。また，②札幌地裁昭和55年12月24日判決16)は，被告人
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が暴行に加担した時点で先行行為者らが「判示の暴行を加えたことにつき，少な
くともその概況を認識していた」こと，先行行為者らの暴行と被告人の加担後の
暴行とが「場所的，時間的近接性等を総合すると……一連の暴行として包括的一
罪を構成するもの」である場合，「被告人は，共謀関係介入への加担の時点より
前に他の共犯者らがすでに被害者に対してなした暴行についても，承継的に共謀
共同正犯としての罪責を負うと解するのが相当である」とした。
これに対し，傷害罪の承継的共同正犯を否定した裁判例として，③大阪高裁昭
和62年月10日判決17)がある。この判決では，「先行者の犯罪遂行の途中からこ
れに共謀加担した後行者に対し先行者の行為等を含む当該犯罪の全体につき共同
正犯の成立を認め得る実質的根拠は，後行者において，先行者の行為等を自己の
犯罪遂行の手段として積極的に利用したということにあり，これ以外には根拠は
ないと考えられる。従って，いわゆる承継的共同正犯が成立するのは，後行者に
おいて，先行者の行為及びこれによって生じた結果を認識・認容するに止まらず，
これを自己の犯罪遂行の手段として積極的に利用する意思のもとに，実体法上の
一罪（狭義の単純一罪に限らない）を構成する先行者の犯罪に途中から共謀加担
し，右行為等を現にそのような手段として利用した場合に限られると解するのが
相当である」との見解を示し，この事案においては被告人が自己の犯罪遂行の手
段として積極的に利用したと認めることが困難であるとして，承継的共同正犯の
成立を否定した。この③大阪高裁昭和62年判決の基準は，その後の④大阪地裁平
成
年	月20日判決18)でも採用され，③判例と同様，被告人等が「これを『自己
の犯罪遂行の手段として積極的に利用する意思』を有していたとか，現にそのよ
うな手段として利用したとかの事実は本件全証拠によっても認めることはできな
い」ことを理由として，承継的共同正犯の成立を否定している。
裁判例では，①，②裁判例が先行行為者の行為の認識・認容をして傷害に加担
したことを理由として傷害罪の承継的共同正犯の成立を肯定している。これら①，
②の裁判例で採用された見解は共犯者間の意思の連絡の有無を基準としていると
も解され，事実上，学説では肯定説と同じ立場と考えてよいであろう。
しかし，③裁判例においては，先行行為者の行為の認識・認容のみでは承継的
共同正犯の成立を肯定するには足りず，後行行為者にはこれに加えて「自己の犯
罪遂行の手段として積極的に利用する意思」をも必要であるとの立場を示した。
この立場は，肯定説を出発点とする中間説であろう。このような立場から，③，
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④裁判例では，「自己の犯罪遂行の手段として積極的に利用する意思」がないと
いう理由で承継的共同正犯の成立を否定するに至っている。
このように下級審裁判例を概観すると，傷害罪においては承継的共同正犯を全
面的に肯定する立場から，肯定説を出発点とした中間説へと変化していると捉え
ることができよう。そして，本決定の審，原審においても③判決の基準が用い
られており，その上で本決定の事情では被告人に「自己の犯罪遂行の手段として
積極的に利用する意思」が認められると判断されたのである。この意味では，本
決定の審および原審は，過去の下級審裁判例と整合的であるといえる。しかし
ながら，本決定は，これまでの承継的共同正犯肯定説，あるいは肯定説を出発点
とした中間説の立場とはそもそも異なる立場，すなわち承継的共同正犯の成否に
ついては因果関係の有無によって判断すべきとの見解が示された。この意味で，
本決定は，事例判決ではあるが，犯罪の成立には因果関係を必要と解することに
よって承継的共同正犯の成立について否定されやすい方向へと舵を切ったことに
なる。
ところで，傷害罪の場合には，通常，後行行為が先行行為との間に因果関係が
あるとはいい難いことから，およそ承継的共同正犯の成立が否定されることにな
ると思われるが，傷害致死罪の場合にも同様のことがいいうるであろうか。この
点について，傷害致死罪における致死の結果が先行行為から生じたのか，後行行
為者の加担後の行為から生じたのか必ずしも明白には判明しなかったという事案
の裁判例がある。⑤名古屋高裁昭和47年月27日判決19)は，「一般的には，事後
の認識，認容があるからといって，先行者の行ったことが当然に後行者に帰責さ
れるものではなく，後行者は，共同実行の意思をもって介入した時以後の共同実
行についてのみ共同正犯としての責任を問わるべきであると解するのが相当であ
る。しかしながら，結果的加重犯の場合に於いては，その結果発生前に基本たる
行為に途中より介入したものは，その結果発生が先行者の行為および介入後の後
行者の行為のいずれもが結果発生に原因を与えていると認められるかぎり，結果
的加重犯全体について共同正犯が成立する」としている。この⑤裁判例では，結
果的加重犯の場合には加担後の行為も致死結果への因果関係が認められる場合に
は，結果的に承継的共同正犯の成立が肯定されることが示されている。本決定の
基準では後行行為も先行行為も致死結果にある程度の原因を与えていると認めら
れる場合に，傷害致死罪については承継的共同正犯の成立が肯定されることにな
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るのか，あるいは，後行行為によって致死の原因が形成された場合でない限り傷
害致死罪の成立を認めないことになるのかについては明らかとはいえないであろ
う。
 本決定より最高裁の態度は，少なくとも傷害罪の承継的共同正犯については
明らかである。先行行為者の行為とその結果について，後行行為者は因果関係を
有しないのであるから，先行行為者が生じさせた結果について後行行為者が責任
を負うことはないというものである20)。犯罪の成立に因果関係を要求するという
点については正当なものであり，本事例においてはその理論も結論も支持できる。
しかしながら，本決定が事例判決であるから当然のことともいえるが，本決定
の理論が承継的共同正犯の成立を全面的に否定するものといえるかどうかについ
ては明らかではない。傷害罪の事案であっても，傷害の結果が先行行為から生じ
たものか，後行行為者の加担後に生じたものか明らかではない場合には，千葉裁
判官が補足意見において指摘するように「暴行罪の限度での共同正犯の成立に止
めることになるのは当然である」が，そのように判断されるとの確信はないよう
にも思われる21)。また，前述したように，⑤裁判例のように傷害致死罪において，
被害者の死亡との因果関係が先行行為・後行行為のいずれから生じたか明らかで
はない場合にも，承継的共同正犯を認めるのか否かは不明であろう。本決定の理
論を固く考えるならば，後行行為時の暴行と被害者の死亡との間に因果関係が存
在すると確定されない限り，傷害致死罪の罪責を負わないとすべきであるように
は思われる。
千葉裁判官は，本決定の理論の射程について，補足意見において「強盗，恐喝，
詐欺等の罪責を負わせる場合には，共謀加担前の先行者の行為の効果を利用する
ことによって犯罪の結果について因果関係を持ち，犯罪が成立する場合があり得
るので，承継的共同正犯の成立を認めうるであろう」と述べている。因果関係の
捉え方の問題とも思われるが，先行行為者の行為を利用しているといえる場合に，
なぜ因果関係があるのかは明確ではないように思われる。後行行為者の実行行為
以前の事象が実行行為時において何らかの影響があったとしても，行為が存在す
る前の事象に因果関係を有することはないのではなかろうか。もちろん，千葉裁
判官の補足意見のように，強盗，恐喝，詐欺といった犯罪類型においては，先行
行為者の行為の効果を後行行為者が利用することはあり得るし，そのような効果
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を利用した場合に承継的共同正犯を認めることを考えても良いようにも思われる。
しかし，その場合に，因果関係があるといえるかについては疑問である22)。因果
関係がないことを理由に承継的共同正犯を否定するにもかかわらず，詐欺罪のよ
うな単純一罪は分割不能であるといった理由や，強盗罪のような結合犯でも分割
すべきではないという理由で承継的共同正犯を肯定した場合であっても，因果関
係がないことには変わりがないとすれば，やはり後行行為者の加担前の行為・結
果については責任を問うことができないという結論が導かれるように思われる。
本決定が今後の判例に与える影響は大きいであろう。まず，傷害罪の承継的共
同正犯については基本的に否定される方向になると思われる。また，傷害罪以外
の犯罪においても，本決定が因果関係がないことを理由に承継的共同正犯の成立
を否定したことから，今後の判例においても承継的共同正犯の成否に関して因果
関係が考察されることになるであろう。承継的共同正犯を肯定するにせよ，否定
するにせよ，因果関係の有無が基準とされることになれば，結果的には承継的共
同正犯が否定されやすくなるように思われる。否定説の結論が批判の対象とされ
る詐欺罪や強盗罪といった犯罪において，どのような判断が示されることになる
のか，今後の判例が注目される。
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